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制御の概念装置としての国家
－教育社会のリスク制御論考－

高橋 聡

State: A Conceptual Apparatus for Control 
-Remarks on risk control of education-

Takahashi Satoshi 

Abstract 

In this paper, I discuss relations between education and state. as a problem of creating universality. State 

responsibility, relations between state and person. the roll of accord differences between various persons. all of 

them are on the basis of this framework.However. our framework should be reexamined since major premises has 

been changed. We discuss about it. in terms of structural analysis of welfare states. 

I ) Education and State: problems of publicness and universality 

Before we examine problem structure today, we address some fundamental questions and premises concerning 

this theme. The linkage between social risk and universality is very important. 

II ) Conceptual apparatus of educational universality 

We would like to emphasize the function of creating universality concerning state setting. 

III) New Social ( +educational) Risk 

It is obvious that traditional conceptual strategy is required renewal. Based on political-economical analysis of 

welfare State. some variables are pointed. 

These are governing ability, bounds of “universal" . the condition of social risk.and the decline of educational 

totality. New Social Risk (NSR) approach leads us to analysis of critical educational change. 

N) Difficulty of control present phenomenon 

Practitioners and scholars confront di旺icultyof control by adjustment. such strategies, relying individual or 

community, include structural conflicts. 

Indeed a governance strategy seems to comparatively hopeful.but there are many problems which should be 

theoretically deviced. 

V) Normative Proposition: seeking social controllability 

In concluding, we suggest ideas of alternative framework which consist of governance based concepts. As a 

final point. we emphasize that controllability of theory depends 

on presumed governance process. 

There are three key concepts in this proposition.Responsible body, Commons for risk control and incentive 

system. These lead major proposition of this paper. not “By the State”but “Through the State”strategy, 

governing social contract process. 
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高 橋

本論文は、 教育の国家責任、 国家と個人の関係、 教

育行政における国と地方の関係等々の課題における適

切な議論の構成を考察するために、 本来出自を異にす

る多様な議論の総合化を通じ、 新たな文脈の構成を図

るものである。

上記課題における国家概念は、 社会に対置された国

家、 公権力それ自体、 政府、 あるいは地方政府に対す

る中央政府等の次元に分けられ、 個別の課題追究にあ

たってはそれぞれに適した概念を精選すべきことは明

らかである。 しかし、 これらが同一の用語で論じられ

がちなことは、 単に習慣の帰結として片付けることは

できない。

長い議論の歴史を持つこの概念は、 主権の概念と密

接に結びつきつつ、 社会秩序の規範性、 普遍性、 それ

らを負う権利構造を導出する概念装置として機能した。

いまなおこの概念を用いることは、 政府やその機能と

しての統治行為と、 普遍的諸価値を結びつける枠組み

として期待されている。

現在、 規範性と普遍性を導入するために国家が持ち

出される場面の種類は著しく多様化している。 その背

景には、 新しい社会的リスク（NSR） と呼ばれるリス

ク状況が、 もともと制御困難なリスク構造を有する教

育について、 その状況を先鋭化させたことがある（ III 

(3））。 リスクの高い状況を制御するための概念装置と

して、 国家は従来以上の期待を背負うことになった。

国家の責任を説き、 あるいは国家の介入可能性を論

じる議論は、「民間」セクター に期待するのとは別種の

規範性、 最近の語法では「公共性Jの追究という形で

表現されることが多い。 しかし、 それが合理的選択理

論の説明枠組みと結びついた時、 市場的供給に対をな

す意味で、の公的供給の意味と解され、 判断基準に「公

共財」が用いられ、 税金に基く公的供給や公務員によ

るサ ー ビス供給でなくても「公共性」を実現できるだ

ろう、 という類の議論に転位される顕著な傾向がみら

れる。

このような事態に対処するため、 多くの論者は「公

共性」の概念を再考し、 共同利益の意味を拡張したり、

コミュニティや討論の要素を導入したりして、 現代的

状況におけるあるべき国家像を構築しようと試みるが、

一方では「小さく強い国家J としての「評価国家」化、

あるいは戦略的主体としての国家、 という現実政治上

の動きが先行し、 現実と国家論的研究の距離は拡大し

ているといえよう。

-2-

聡

本論文では、 リスク制御のための普遍性と公共性を

導出する装置が、 現実的な権力や財の配分機構とも

なっている二重性を、 国家概念の複合性の範囲で処理

してきた経緯をふまえ（I · II）、 社会的リスク概念

とその変動の観点を導入し（II · III）、 新状況に対す

るオプションを比較検討する（N）。 以上の議論の上に、

規範的議論における国家の有効な位置づけについて考

察する（V）。

I 教育における公共性・普遍性と国家の関係

教育領域の伝統として、 また戦後教育の文脈におい

てはなおさら、 国家意思の発現、 統治の手段としてな

される教育に対して、 国家という個別性を超える普遍

性を対置する図式が多用される。 そこでの普遍性は、

真理や正義という名目、 あるいは教育的価値という看

板を背負っている。 これは国民国家形成に果たす教育

の果たす役割、 両者の相互強化的な発展に、 事実レベ

ルの根拠を持つ強力な議論である。

この場合、 国家の権力性や利益性を強調するのか、

価値代表性を強調するのかによって図式が変わってく

る。 後者の場合、 国家が統治の根拠として何らかの価

値を普遍的なものとして提示してくるのであるから、

対抗手段は①別種の価値を対置して対決する②一般的

な価値に対し「教育的価値」を対置する③価値やライ

フスタイルの多様性や多元性を主張する、 のいずれか

になる。

①は価値と価値の衝突であり、 ②は固有の課題領域

を形成するが、 ③は普遍性をめぐる図式を変更するも

のである。 統治される「個人」または「社会（国家一

社会対置の図式を前提した場合）Jは、 たとえ自らの普

遍性を確信していたとしても、 国家の現実的な力の優

越から自分のあり方を守るためには、 多元性に立脚す

るほかはない。

国家の側からすると、 その現実的出自とは別に、 無

数の個別性の上に立つ全体性を主張しうるものとして

自己を形成してきた歴史がある。 基礎にある社会契約

説の図式は、 国家の規範的存立条件を確立し、 宗教的

授権のようなアプリオリな根拠ではなく制度的根拠で

国家が普遍性を主張する可能性を設ける意義があったO

もちろん、 この段階においても、 国家的秩序の形成、

国民統合のために一律性と強制力を有する教育が実施

されていたことに変わりはない。 ただし、 権力や利益、

ないし特定の価値が外在的に登場して統治を統制して

， 
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いる単純な図式ではなく、教育が統治の実質たる秩序

形成の内実創造に関わる相互的・重層的関係が成立し

ていることが重要である。これをもって普遍性を欠く

として否定するならば、価値の多元主義に立ち続ける

ことは困難である。

それを回避し、リベラリズムの立場に立って社会秩

序と個別性・多元性を両立させるために、普遍性より

も公共性という用語が選好される。公共性は多様な価

値や存在に聞かれつつも共同の決定や選択を可能にす

るものと期待されている。ただし、その担保である

「対話的共同体jや「コミュニケーション理性」を確

保するプロセスは盛んな研究関心にもかかわらず明ら

かではない。

公共性アプローチによる、公教育の基礎付けが近年

盛んであるもう一つの背景は、国家が自らを戦略的主

体として再定義し、国際競争で「生き残る」ために普

遍性の重荷を一部放棄して身軽になり、統治能力の中

核をむしろ強化しようとする傾向にある。 A.グリーン

のいう「評価国家Jである。これが帰結しうる社会的

排除、前提としてのグローバル資本主義の支配力から

人間形成を守る、自然法的普遍主義以外のオプション

として、公開性や討論を基礎におく公共性志向が期待

を負っている。

これらの試みには意義があろう。ただし公教育の展

開が統治内容の創造プロセスでもあるとすれば、統治

の社会的布置から独立して、個人が発達や学習のため

にフラットなコミュニケーションをする想定の議論が、

制度や政策の動きに対して内在的論理に即した対応を

行いうるのかには疑問がある。統治と教育が相関して

展開するのであれば、統治の構造や過程が教育統治の

みならず教育そのものと相関することにもなるはずで

あろう。

その相関関係を記述可能かつ制御可能にすることを

めざすという意味で、本論文は規範的性格を有する。

II 普遍性のための概念装置

(1) 近代社会における偏りの制御装置としての普遍的

公教育

公教育は国家によって構築され担われながらも、

真理の名の下に普遍性を標梼することで、国家に対

してさえ一定の相対性、独立性を主張してきた。こ

の構成は近代社会において生じる種々の偏りを制御

する装置としての機能を生じてきた。
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近代民主政治の重要な思想的根拠である社会契約

説は、社会構成員の相互安全保障のための委託契約

として社会契約を想定し、それによって国家秩序の

正統性を裏付けている。その種の契約が結ぼれた歴

史的事実はない。しかし、契約を仮定してそれとの

適合性によって現実の国家のあり方を評価し、また

は国家のあり方についての規範を導入する意味があ

る。公教育における国家と国民の関係も同様で、歴

史的経緯としては政府の強制や督励による国家の都

合による組織化であっても、事後的な規範の根拠と

して導入された普遍性は社会契約と同様の役割を果

たす。

当初国家権力からの解放を念頭においていた権利

論が、各種の私的な力の支配を含めた諸疎外、排除

を意識して社会的基本権を導入するようになったの

は周知の通りである。この萌芽は近代公教育形成時

に既に現れていた。たとえばヨーロッパにおける教

育制度の形成は中間団体の減少・縮小と関連してい

た。産業革命以前は種々の社会的リスクが伝統的中

間団体によって吸収されていた。それに依存できな

くなったことで「個々に市民的能力を身につけさせ

て社会に送り出す」必要が生じたのである1）。

現在、市場経済の力が巨大化し、国家はむしろそ

の制御の役割を期待されることも多い。いまや教育

は社会保護（socialprotection）の重要なセクターと

して、社会的な力の偏りに対する包括的な対応機能

が期待されているのがヨーロッパで特に顕著な傾向

である。社会的排除対策の中核に教育がおかれてい

るニュー・レイパーの社会政策もその文脈で理解で

きる。普遍性の位置と国家の正統化装置という意味

は根本的に変わっていない。しかし、制御の対象と

して念頭におかれる力の範囲が著しく拡大している

のである。

(2) 国民形成－集団的向上と国家目的の調和一

本論文の課題を扱うため教育学は国民形成の概念

を提供してきた。直接には、国家の（統治上の）目

的に整合的な人間形成を導くための教育の方向づけ

である。「政府が国家に必要な能力一たとえば生産

への寄与ーと国家秩序への忠誠を養うような性格の

教育機会や教育内容を与えるJ図式を中心に、たと

えば教育課程や教育方法、あるいは学校管理や教員

養成にどのような影響が与えられるかの分析などに
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は長い蓄積がある。

これらいわば「国家が既に知っている答えを国民

に与える」タイプに加え、教育的普遍性の重層性を

反映させるタイプのガバナンス手法が近年目立って

きている。近年の「教育再生会議」での議論は内容

的には各人の断片的な主張の組み合わせに終わって

いる傾向が強いが、 「教育改革国民会議」にしても、

日常的な文部科学省主導の政策提案にしても、従来

の「国家の課題から国民形成の全体像を導き出し、

実現のための諸施策に展開するJ手法とは、内容は

別として重層性反映の手法としては新しい傾向を示

している。

当面する諸問題に対する価値的方向付けだけは明

確な内容の漠然とした政策方針（「生きる力j「すべ

ての子どもに規範を」等々）を示し、具体的中身は

世論の反応をうかがいつつ専門家会議ーモデル校系

統で科三っていくという筋のガバナンスの中で多様な

層が自分なりに受け入れ可能な像を形成し、その重

なりが事後的に国民形成像として採用される一プロ

セスが生じているように見える。

国民形成概念は政治学における国益概念に類似の

機能を持つ。当事者のそれぞれは具体的なイメージ

を持ち、それによって政治的決定／教育行為のため

のビジョンを得られるが、中身は最初から明確なわ

けではない。近代国家の初期にあっては比較的単純

な目標像の提示で目標を達成することができた。し

かし、多元的主体の影響力が相対的に増加している

現代は、その形成を社会プロセスに委ねつつ責任を

減らした形で政治的支配層が主導権を保つ構造に移

行していると考えられる。

(3) 「私事の組織化」－制御主客の転位－

国民形成が公教育の主要目的であった頃、平等と

は、標準的な国民として扱われることまた育てられ

ることを意味していた。しかし第二次世界大戦後、

国家を介さずに具体的な生活の場で人権を確立する

という思想が広まった。さらに産業社会は、社会参

加と専門能力を持った人材養成を要請してくる。産

業の発展と生活の向上は、習得すべき能力の高度化、

学歴の向上へとつながっていった。教育課題は、初

等教育の義務制から、中等教育の義務化、さらには

成人教育の普及へと移ってきた。この時点ではいわ

ゆる「教育の私事性」の議論は革新的に働いた（文
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献6、171頁）。

1980年代の経済成長で生み出された新中間層は、

地域の共同体に支えられなくても、個人的な消費者

として生きていける状況、職業選択から商品選択ま

で可能な状況の中で、子どもの成長の中身や成績に

親が強い影響力を行使するという意味での個人主義、

個人の好みや出来に合わせる意味での個人化が進む。

ここでは機会の不均等が既に合意されている。「教

育の私事性jの論理は、社会の格差構造を前提とし

た個人競争の論理に移っていく。

二つの時点における国家の役割は、福祉国家論の

枠組みで解釈されるべき構造変化を示している。 R.

ティトマスの「産業的業績達成モデル」に表現され

る福祉システム類型において、産業社会一国家－労

働者の3つの立場それぞれにおける業績達成が全体

社会の目標につながるものとされることで、各自が

国家目標を自らの合理的選択の基盤として共有しう

る状態が生じている。代表例であるドイツやオース

トリアなどの大陸型ネオコーポラテイズム諸国では、

社会権の保障が国家的秩序形成の目的意識や、経済

社会における地位、たとえば大企業従事者や公務員

の優位と関連しているために、普遍的権利性に基く

福祉社会を標梼する北欧型の福祉国家に比べて権利

擁護重視の立場から否定的に取り上げられることも

あるが、国家の社会サービス供給が諸利益の方向を

一致させる構図が成立していることが重要である。

福祉国家の代表例とされる北欧諸国では、中間層

を受益者とすることで国民の多数派が社会連帯を志

向する条件を形成した。福祉国家の形成に関する

オーソドックスな説明は階級間協調の枠組みである

が、労資のナショナルセンターが政府を媒介にして

利益調整一政策形成を行うコーポラテイズムのシス

テムを、国民各自にとってその維持に利益が感じら

れる対象に把握し直させる意味で、社会サービスの

供給は大きな意味を持った。

このようなタイプの福祉国家（エスピン・アンデ

ルセンの 「社会民主主義レジーム」）では、教育が

格差の縮小や協同・連帯の創出を志向することに特

別の意味がある。社会の共同利益性が守るべき第一

の価値でありかっ全体主義を否定して個人の主体性

を強調するためには、多様な立場の人々がそれぞれ

の判断を主体的に行った合理的選択の結果が社会の

共同財の維持拡大に資するような構成が必要だから
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である。社会からの供給のレベルでは、各種の社会

的リスク・機会に対応した保障のシステムであり、

各個人の条件整備のレベルでは、協同的価値と合理

的制御知性の重視である。公教育は、両者の結合を

つなぐ意味で重要な役割を担った。

そのため、北欧諸国で福祉政策が強力に推進され

た1960年代後半から1980年代前半の時期に、「自己

決定」「自己実現J「アイデンティティ」等のキーワー

ドが社会運営の、そして教育の基盤となった。ここ

では個人尊重の徹底が社会の発展を保障する、とい

う図式が公教育の正当化根拠となっている。これが

成り立つ限りにおいて、自由な個人的選択の結果と

しての国家秩序と生活や知識の多様性との両立が、

少なくとも主観的に信じられる素地があった。多様

性の総合としての普遍性の担い手として国家が自己

主張しうる状況が存在していたといえる。

III 教育社会リスク構造の変動

(1) 経済社会に対する国家の制御能力の低下

国家一社会（内部で利害を異にする経済社会上の

諸勢力）の協調関係のもっとも基本的な前提は、あ

る種の国益思想、である。国益概念は、構成員聞の共

同利益性を強調する内向的な側面と他に対する利益

の擁護を強調する外向的な側面があるが、前者に

よって後者を追求する方針が政策的に採用されやす

いインセンテイブ構図が国家一国民形成図式によっ

て導かれる。

その典型が国家単位の需給予測に基く教育計画で

ある。国力強化という全体目標が構成員である国民

各自の能力形成、有効な役割分担によって成立する

という計算は、国民経済の自律性、政府の経済社会

に対する制御能力を前提としている。

しかし、グローバル化の進行で政府のこの点に関

する能力が低下することにより前提の存在が疑問視

されるようになれば、個人の能力を全面的に育成し

ようとする国家側のインセンテイブが低下する。各

アクターの部分利益の強調が、教育に反映しやすく

なるのである。

(2) 普遍性の前提となる空間の変化－図式維持の困難－

普遍性は多様性を前提とするが、より高次のレベ

ルで同質性が存在していることが条件である。既に

普遍性が成立しているなら国家は不要であるが、 普
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遍性への寄与が展望できなければ国家の意義が失わ

れることになる。

国家内における事実としての多様性が増したかど

うか容易には判断できないが、認識のレベルでは明

らかに増している。日本社会、日本人が「同質的J

であるという言説の衰退は、事実の変化ではなく認

識の変化による。生育環境によるライフチャンスの

格差が素朴な機会平等論の説得力を低下させたのも

同様である。

さらに、国境を越えた視野という意味での認識の

変化も著しい。いまや、正義論の前提となる普遍性

の空間は、国境を越えた視野で行われないと説得性

が不十分である2）。この変化を、事実としての経済

や教育のグローバル化が後押ししている。

比較的同質的な市民間で普遍性を標梼することは

それほど難しくはない。エスニシティ、価値観、ラ

イフスタイルなどの条件のすべてに対応しようとす

れば、要求水準はきわめて高いものになる。

構成員の多様性に起因するリスクを国家が「多様

性の総合としての普遍性」を引き受けることで制御

しようとしても、要求水準が高すぎるため、むしろ

責任を果たしやすい方面に自己限定し、それ以外か

らは退却する動機が生じている。

(3) リスクの多元化、リスク社会化とリスク管理とし

ての教育

Eで述べたように、もともと近代公教育の成立自

体が、リスク管理とその自己責任化を背景とするも

のであった。関係図式そのものが変化しているとは

考えないが、リスク構造が著しく多元化・複雑化し

ていることは、リスク社会に関する論者（A. ギデ

ンズやU. ベック）が議論するところであり、これ

が教育の機能に影響することになる。

宮本（文献19）によれば、福祉国家と社会サービ

スには次のような関係があった。

「20世紀型の福祉国家は、多かれ少なかれ、安定した

雇用関係と家族関係がさまざまな社会的リスクを吸

収することを見込んで、それを補完するかたちで構

築されてきた。基本的な考え方は、標準的なライフ

スタイルを想定して、失業・出産・退職など基本的

なリスクを抽出し、そのリスクを社会保険制度をと

おしてシェアをしていく、あるいは、同様の方法で

ニーズ、を抽出して、教育・医療・介護などの社会サー
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ピスを供給するというものであったJ

しかしその後、グローバル化と脱工業化という世

界的な経済社会の変動は、労働市場の分権化、雇用

の流動化に進展し、コミュニティの衰退に帰結する。

すると、一般的なリスク対処機構の対応力が減退す

ることで、個人は標準的な教育を受けたからといっ

て自らのリスクを管理できるわけで、はなく、公教育

を社会権保障として全国民的に展開する意義が低下

することになる。

社会政策研究では新しい社会的リスク（NSR) 

と課題化され、ポスト産業化経済社会への移行に関

連する変化の結果として生じる、個人が経験する福

祉を損失している状況（文献1）と定義される。たと

えば「男性稼ぎ主と扶養家族Jを標準に想定したリ

スク対応ではリスクの多くの側面をカバーできない。

標準的ライフコース準拠の福祉国家的サービス供給

に転換が要求される（文献3、232-234頁）。

標準的ライフコースが設定されてこそ通時的なリ

スク制御が可能なのであり、この現象は教育制度の

制御能力に対して原理的な脅威である。

また、決定に関与する者にとっては制御可能な

「リスクjであることも、決定の外におかれた「被

影響者Jにとっては制御不能な「危険」として現れ

る（文献14）。人間形成とキャリアの自己制御という

プロセスにおいて、直面するリスクと危険の布置状

況が個人ごとに異なることはいままでより尖鋭な形

で問題化される。国家による直接介入か、自己責任

化かという二者択一への圧力の下、個人の主体性を

重んじたリベラルな普遍性の担い手として国家が立

ち現れるという形のバランスの取り方はますます困

難となる。

(4) 全体性・総合性としての人間教育の危機

ベネフィットにしても公正にしてもリスクにして

も、全体性を持った人間を対象化することが前提と

なっていた。高度成長期のマンパワー要請型教育計

画でさえ、人材概念や国民形成概念との結びつきに

より人間の全体性は対象化されていた。しかし近年、

(1）～（3）の要因の複合的帰結として、教育政策の背景

には分節化された諸能力として対象をとらえる理論

が存在するようになった。

R・ ライシュ（文献16）は、世界市場経済の中で

能力が評価され大移動する将来展望を描写した。こ
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こでは能力が各人の存在の文脈から切り離されて評

価され、必要に応じて移動し組み合わされる状況が

示されている。キーワードとして有名な「シンボ

リック・アナリストjが、このような状況で優越的

立場を持つと想定されているが、見方を変えれば、

シンボリック・アナリストは新しい状況において普

遍性を持つ立場であるともいえる。

ライシュはグローバル化への適応を論じているが、

必ずしもその積極的唱道者というわけではない。あ

らゆる能力が分節化される状況において、シンボル

の担い手が全体性をコントロールする期待がある。

human capitalの概念には以前とは逆に、部分的能

力に還元されない人間の側面をグローバル市場の支

配を所与としつつもなお擁護しようとする実践的志

向がある。

OECDはこのような観点から新種の人的資本論を

政策提言の根拠においている。文献20では、各人が

自分の能力を認識し、市場に採用されるためのマッ

チングを計画し、それに沿って自己形成や他への働

きかけを管理する一連のマネジメント・プロセスを

論じている。このような、諸文脈の上に立つ一般的

なセルフ・マネジメントがメタ能力としての通用性

を持つなら、それは一国を超えた統治主体が志向す

べき教育の普遍性たりうるのだろうか？可能性は

あってもそれを普遍性として位置づける主体がある

わけではない。

IV 対抗戦略とその課題

(1) 対抗戦略としての個人化・コミュニティ主義・伝

統的対国家制御

以上の状況に対処すべき各種の戦略も、多くの問

題を内包している。

①個人化と心理主義への傾斜

全体社会単位でどこかに普遍性を担保させようと

しても無理があるとすれば、問題を個人化すること

でそもそも普遍性の必要がなくなる。対他者・対個

人の関係で生じる問題は心理レベルの問題に変換さ

れこの水準での問題が解消されればよいことになる。

この傾向に対する問題の指摘は「教育の心理主義化」

論議でとりあげられている。社会過程に関連する構

造的問題を、消極的にはセラピー、積極的には自己

肯定・現状肯定的心性の育成で解決しようとする方

策が、国家によるきわめて現代的な管理手法として
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サイエンスの外見を借りつつ浸透している状況を、

苅谷（文献13）や小沢（文献15）などが指摘してい

る。

この構図を、前章で述べた市場経済的な普遍的能

力論と結合させたハイブリッド化と評しうる状況も

生じている。本田 （文献10）が批判する「コミュニ

ケーション能力を育成する教育」がそれである。経

済社会への通用性を根拠に、コミュニケーション能

力の育成が必要という名目で、社会的評価の、歯止

めのない内面への介入、自己形成の強制がなされる

状況は、本論文の観点からは、普遍性の果てしない

拡大が個人の存在に排除的に働く状況を制御不能に

なっていると言い換えられよう。どの側面も評価の

対象から逃れられず、個人の自己形成の中で解決す

ることが社会から要求される。

制御不能な状況はその時々で相対的に優越したパ

ワーの圧倒的地位を導く。その機会を利用可能な主

体の一つは国家であるが、国家には限られない。

市場経済に適応する能力の断片化一再統合を経た

新種の普遍性を制御する手段を得られなければ、教

育的普遍性は当初の意図とは反対に、優越的パワー

による個人の排除へ向かうことになる。

②コミュニティ主義

市場経済の断片化作用に対して、「コミュニティ」

で対抗しようとする思想には長い歴史がある。その

系譜を追う紙数はないが、教育においては、単なる

社会資源としての地域の親密性や人のつながりの利

用だけではなく、どのような内容が教育としてふさ

わしいかの決定根拠がコミュニティである。生活の

秩序やコミュニケーション秩序の文脈形成に教育を

共有すべき判断が依存するゆえに、コミュニテイの

重視は特別な意味を持っている。

そのため、社会政策の他領域、たとえば福祉や医

療における参加論が住民意思やニーズの反映を中心

としているのに対し、各国の教育自治制度は教育内

容の創造にかかる統治的な内容を有しているのであ

る3）。ただし、その前提となるコミュニテイの意思

や自律性（国家に対して機会あれば自己を主張でき

るような）の存在が、既に前提とされている。

教育基本法改正の政治状況を踏まえた最近の一例

として、進藤（文献24）は「日本版の新自由主義型

の教育改革へのオルタナテイブは、（a）教育行政に

よる上からの介入に対して「教育固有の地方自治の
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論理」を擁護できる制度設計（ある種のコミユニタ

リアリズム）」と（b）自治体教育政策において反新

自由主義が基調となりうるように地域の民主的多数

派を形成する戦略 （ある種の社会民主主義）であろ

う」と論じる。政策提言としては、各学校の学習者

（学生・生徒など）・教員・保護者住民による参加・

自治制度（校長の任免権を掌握する学校理事会制度

など）、直接公選制の自治体教育委員会制度などを

挙げている。

意思形成プロセスに広い層の参加が得られること

で教育の自治性が拡大するという伝統的な市民参加

の論理がとられている。進藤が批判する新自由主義

が、主体的市民の形成を妨げるように働く（個人の

消費者化によって）ことを認めたとして、コミュニ

テイの関与を教育に現実的に結び付けようとすると、

対国家を想定した伝統的制御図式を用いる以外に適

切な手段がない。

ウェザフォードとマクドネルは、教育政策過程を

「対話的政治の場Jとし、教育政治の重要問題は、

教育のための意思決定という次元にとどまらないと

している。「教育の内容と分配は、貴重な社会財の

配分ということだけではなく、実力主義対機会均等、

父母の権利対国家の権利、権威に対する敬意を教え

る事に対する権威への批判的態度を教えること、と

いった競合的価値をめぐる難しい選択の反映でもあ

る（文献27,104頁）J。

コミュニティでの自主的意思決定を、教育方針の

根拠として外在的に導入することが困難なのである。

同論文はハーバマスを引きつつ「ポスト形而上学的」

時代においては、社会の政治的選択の正統性の基礎

をもはやそれらの集団的選択がなされる過程に外在

的なもの一それが宗教的、憲法的、あるいは伝統的

なものであろうともーに求めることはできない、と

する（文献27,97頁）。 Goodin（文献7）が説くように、

成員間の最大公約数という伝統的な公益観の論理構

造を逆転させ、「共同体への帰属によって人々が共

有し、その供給が集団行動を必要とするような利益

のみに関する合意を必要とするj最大公共関心とし

ての公益形成を目的にすること、そのためには対話

に適した分配空間（教育で扱われる財にはその性質

が多く含まれるという）を利用する、という議論に

展開する。

既に存在するコミュニティ秩序に依拠して価値を
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生み出すのではなく、むしろ教育の分配を扱う政治

空間でコミュニティ秩序を左右する問題を扱うこと

によって、事後的にコミュニティと教育につながり

を付け、そこに公益を見出していくという方法しか、

現代におけるコミュニティ志向の普遍性探求は不可

能なのかもしれない。

さらに、伝統的なスタイルによる対国家制御（正

確には、それを通じた社会過程の制御）も困難にな

りつつある。直接運営、公費の支出、公務員による

業務などの特徴を持つことは、その正当性を問う機

会を外部に与えた。一方、評価を通じて事態を制御

する「小さく強い国家Jは、責任を関われやすいバ

ルネラブルな部分を削り、戦略の名の下に、介入側

が望む側面にのみ関与することを正当化する。

政治学的多元的国家論以来の、国家の相対的意味

合いを小さくすることで社会の多元性を尊重するリ

ベラルな議論は、制御の手がかりを失わせることで

かえって権力にフリーハンドを与える逆説的な意味

を持つ。戦略的評価国家を認めることは、普遍性を

介した教育からの制御関与を弱体化させるのである。

(2) ガバナンス戦略との接点

民主的ガバナンスの伝統的前提では、ウェーパー

の定義する「領域・権力・市民」が国家の構成要素

であり、 3要素を統一する手段として、政党・選挙・

議会がある。立憲的ガバナンスはこれらを垂直的に

構成し、主権を根拠とした命令の正統性とその実効

性によって政府の機能基準とする。

現代的ガバナンス論は、その垂直関係が必ずしも

妥当しない場合を指摘する。「ガバメントからガバ

ナンスへ」の標語で言われるように、政府以外の主

体による社会運営を志向する議論と一般には受け取

られているが、必ずしもそうとは限らず、国家が経

済や社会をどう舵取りするかの議論である。政府の

役割を強調するガバナンス論（G.ピータース）もあ

れば、多様な形態の公的かつ私的な公一私の相互作

用や調整、とくに主として政策ネットワークの役

割」を強調する「社会中心的」なガバナンス論（R.

ローズ）もある。

ここでは国家一社会図式における社会が自律的な

秩序を形成しているという前提ではなく、むしろ経

済や社会は大きな複雑性を有しており、私たちはそ

の秩序形成－舵取りをしなければならない。国家は
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それを包括的・支配的システム (J. S. コールマ

ン）によって行おうとする戦略である。その選択は

必然ではないとはいえピータースの「ガパナンスは

社会に一貫性のある方向性を与えるメカニズムであ

り、その方向性ないし中心的な指示を与えるのは政

府の固有の役割であって、政府の係わらないネット

ワークガパナンスは想像することが困難である」と

の立場をとるとすれば、国家の枠組みによる秩序形

成を新たな問題意識とする研究戦略が考えられる

（文献22）。

政策領域ごとのネットワークを強化するガバナン

スは、中間的教育統治領域を媒介としたアプローチ

(Walford，文献26）と共通する方向を持ち、国家の対

社会構成的役割が重視される。

(3) 教育社会リスク制御の目的意識

国家主導による教育制度の建設は、無から有を生

じさせるものではなく政府が動員する諸資源の構成

による教育社会の秩序化であった。

この秩序は、「法規jや「公費jによって立てら

れた組織の挙動に対して責任を規定するものであっ

たが、同時に自生的な諸秩序が叢生した。民間教育

セクターは、関与する人員においても財政的にも、

何より教育力の実効性において、現実に制度内の大

きなシェアを占めている。それが教育制度の枠外に

あるなら、社会の意識的制御関心にあるが、いまや

私立学校はもちろん株式会社立学校がつくられ、塾

や予備校でさえも半ば公教育としての位置づけが必

要な状況となっている。

日本ではあらゆる教育を公教育に含めようとする

ために、実際にはすべてを私事化させる傾向がある

が（文献11,44-45頁）、制御装置が実態に追いついて

いないともいえよう。いまや私たちは、ガバナンス

の態様選択の問題として、概念装置を再考する必要

がある。それは、三上（文献17）が指摘するように、

たとえば教育制度の負の影響に対する補償といった

視野も含めた教育に対する社会的把握のより包括的

な手法を指向する。

さらに、私たちは教育制度を確実で計算可能なプ

ロセスではなく、不確実でリスクを常時含んだ、プロ

セスとしてとらえ（文献12,21-25頁）、それに対する

リスク・ガパナンスを考えるべきであろう 4）。リス

クの存在は当然であり、その馴致こそが課題である。
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補償の問題も、リスクー危険の区分図式の観点から

定式化される問題ともいえる。直面する不確実な秩

序を、必要な段階に応じて再組織化する手段となる

包括的システムとして、教育における国家を再考す

ることは有意義であろう。

V 規範的提案：制御の可能性のために

リスク管理の主体としての国家は、既に後景に退い

ている（文献9）。人々には自由の拡大と引き換えにラ

イフプランニングの責任が押し付けられる。平井はコ

ミュニティ再構築の方向を論じつつ、「分断されがち

なコミュニティを横断する公共性」の装置如何は今後

の課題としている。

本論文の視点は、「国家による」というより「国家

を通じた」対処を主張するものといえる。教育社会に

おけるリスクコントロールという視点から国家に期待

される機能を、対処の3水準から考えることができる。

① 「起こってしまった事態J② 「起こりうる事態J③

「リスク構造」の各水準への対処で、ある。それぞれは、

①→ i ）「責任の担い手としての国家J②→ii）「リス

ク管理のため共有すべき対象としての国家」③→iii)

「インセンテイブの単位としての国家」に対応するもの

と考え、それへの規範的考察によって今後の方向性を

示して結語としたい。

リスク制御の原理は、前述した（計算できない）危

険から（計算できる）リスクへの変換を基本とするが、

時間的にも（一生を通した影響）空間的にも（あらゆ

る社会機能の横断的帰結）制御困難なリスクを含む教

育社会においては、保険のようなリスク分散による制

御手法が使えない。また、教育プロセスからコスト情

報を得ることは不可能に近く、リスク定義は現実的に

も困難である。

現実的に第一に重要になるのは、個々に帰責しえな

い教育の帰結の担保を設けておく対処である。

たとえば、特に人災的要素が見出せない場合の災害

補償の要求を国家に対して行うことは素朴な国家責任

論と評すべき性格のものだが、リスクと国家の関係の

ー側面を示している。

責任を負いうることは国家の主要な役割である。言

い換えれば責任を負いうる国家概念でなければならな

い。ゆえに、制御の手がかりとなりそうな部分を切り

捨てて「スリムJになることによる「効率的な戦略国

家化Jは容易に正当化されない（これは、スリム化を
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語るときに多く念頭に置かれる経費や人員の削減を直

ちに否定するものではない。しかしそれは大半の場合、

社会からの制御チャネル断ち切りを伴うことは軽視で

きない）。

責任を国家が負うことは個人の無責任につながる、

とするのはリバタリアンの見解であり、責任は国家が

負うが個人に従属義務が生じる、とするのは国家主義

者の見解である。いずれも、国家と個人の分断が前提

とされている。

しかし、個人のリスク管理空間を、国家に関する部

分とそうでない部分に峻別することはもはや不可能で

ある。公開の空間で、他者の人生に関与しつつ、何ら

かの責任が本人に存在し、かっそれに十分な責任をと

ることができない教育は、公共の名による社会的制御

が可能であるべき空間として、それが国民国家の政治

秩序下で行われる限り国家的プロセスという側面も有

している。

そこにおける国家は本来的な意味で契約論的な存在、

正確には「対象としてしか存在しないj構成員がリス

クコントロールのために社会プロセスに介入するため

の、メディアとしての空間である。主体としての政府

でも国家的理念でもない5）。 ii)＝リスク管理のため

の仮設的対象である。

水口は、「組織にとってのリスクならば企業自身に

それを適切に管理しようとするインセンテイブが存在

するが、企業活動に伴う社会的リスクの場合、それを

管理しようとするインセンテイブが常に働くとは限ら

ないJ（文献18、165頁）ため、「問題の構造が複雑で影

響が不明確なJ「リスクの不明確な領域では規制的な対

策をとることは難しく、各企業が自らの判断で節度あ

る行動をとることに期待せざるをえない。（略）問題は、

現在の社会の仕組みが企業の誠実さを促すようにでき

ているか（略）、社会に存在する具体的な諸制度は、

どのようなインセンテイブを企業に与えているのであ

ろうか」（文献18,173頁）

引用中の「企業J「組織」を教育社会における諸ア

クターに置き換えると問題がはっきりする。リスクに

関する国家の規制的な関与には限界があり、長谷川

（文献8）がK.エーダーをヲ｜いて論じる「マルチ・ス

テイクホルダーによるリスク馴致Jを可能にする目標

対象の役割が重要である6）。

普遍的価値を実体として指定できない以上、私たち

は手続きや形式によって普遍的価値への志向を示すこ
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とが現実的な方法である。その際「そのとき想定でき

る最大限の他者のリスク管理と危険への補償に配慮す

る」ことを条件とすることで、探求の形式に基準が設

けられ、ガバナンスの目標となる共有物（社会的ジレ

ンマ理論）としての共同利益の観点が生じるのではな

いだろうか。

教育が共同生産的な営みであること、誠実や信頼を

志向すべき実践の方向付けが必要であること（藤田、

文献4,5）については、筆者も同一の判断に立つもので

あるが、制度展開上の道筋が明らかでないとの批判も

ある（黒崎、文献15）。そのための制度論に上述の議論

はその基本的な方針を提供するものと考える。リスク

管理と危険補償の一般化に基くガバナンス設計は、共

同性の創出に自己強化的な動機を与えうると判断する

からである。

また、ブリ ッグハウス（文献2）が論じる「全成人の

義務」（同153-154頁）のような既存の基礎集団にない

秩序の自己強化的制度論の場合、個人や家族の個別性

を超えて受益や負担の構造を一般化する設定が必要で

あり、それを可能とするガパナンス構造の採用がこの

種の規範的構想を現実態を想定して評価する前提条件

になると考えられる。

上記を国家が担いうる理由は、インセンテイブ機構

としての国家出）の観点から説明される。リスク制御

の前提となるシステムの能力向上のインセンテイブを

生み出す装置とも言い換えられる。

国家主義的思想は、普遍主義とナショナルな政治秩

序を直結させようとする。国家の、国民の、国土とい

う対象を介することが、真・善・美のような価値を実

感させるための近道なのである。また、国民形成や人

づくりの議論にみられるように国家が教育に力を注ぐ

最大のインセンティブが、「国家の繁栄、国力の強化」

である。

国家や共同体のイメージと離れたところに普遍的価

値をイメージすることには、豊かな知性と想像力を必

要とする。従来の議論の多くは、（実体としての）国家

を中心とする教育をこれによって克服しようとしてき

た。加えて、インセンティブ機構としての国家に対す

るオルタナティブを考案する目的意識も同時に必要で

はないかと思われる。それは何か単独の単位ではなく、

ナショナルな政府を含む複数の単位の分担（インセン

ティブの分担も含めて）を検討しなければならないだ

ろう。
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国家責任論の水準では「交換を支える諸条件とその

維持責任を管理し、関連する受益と負担の関係に事前

（上記託 iii）事後（ i ）に対応することJと総括され

よう。上記は、個々の受益－負担関係に直接責任を負

うことができず、しかし社会契約に責任を負うべき事

情（関係的契約について内田：文献25で言及される

「秩序への関与」）を示している。

選択の自由、アカウンタピリティの実現、特色ある

サーピスの創造が教育でなされるべきことそれ自体を

否定する者はまれであるが、それらを推進する政策に

感じられる非現実性の本質はその正常な運用に要する

コストの膨大さである。

そこには、経済的文化的過程（三上、文献17）を、

N.ルーマンのいう適切な複合性縮減の媒介なしにリス

ク制御の担い手とする限界が示されている。国家的な

装置とその帰結の共有が、補完のための目標対象とし

て再設定されるべきである。

註

1. 一般に、普遍性を標梼する公教育の成立は個人単

位の人権観念と結びつけて説明されるが、 一面では

集合的に処理されていた人生のリスクを個人に帰責

するための構成ともいえる。フランスを主な題材に、

この関係を描写して社会連帯の問題に発展させた議

論として、田中拓道の諸研究がある。

2. 国境の外にまで普遍性を展開しなければならない

とすると、多文化間協調の問題を解決できないD 現

実の著しい生活条件の格差も解消しがたい障害であ

る。それゆえ視野が広がるほど普遍的価値への志向

を捨てたくなる。この難問にはJ.ロールズや立岩

真也が立論を試みている。

3. 地方教育政治が他の地方政治と比べて相対的に独

特な形態をとっていることは、教育の独立性問題と

して取り上げられることが多いが、教育統治の特殊

性の問題であるともいえる。ただ、教育の枠内で完

結する議論と、行政システム全体の議論は事情を異

にする。程度の差こそあれ、社会政策領域は独自の

評価文脈を有するため、 統治システムに独立性を

設けることに合理性があるが（医療や福祉で、各イ

シューエリアにおける住民参加との関わりで事例が

ある。イギリスなど）、各自が領域的合理性を追求

した場合、行政システムとしての統一性を保てなく

なる。
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4. ルーマンに基く石戸（文献12）によれば、事実的・

時間的・社会的次元において教育の不確実性が存在

し、関連するリスク・コミュニケーションが発生す

る。これは決して逆機能的な性格のものではなく、

むしろ因果関係支配の不可能性にもかかわらず、教

育を可能にするものである。ただ、プロセスで生じ

うるあらゆる受益や被害に対して、システムがそれ

なりに備えているかどうかで、その説得力と安定性

は異なるだろう。

5. 国家重視か市民重視か、という枠組みは、教育に

対する保守と革新を分かつものとされるが、方法論

上は必ずしもそうとはいえない。保守思想の立場で

佐伯（文献22、289・290頁）は次のようにいう。「利

益の分散／調整は、個別の次元では分散・対立しあい、

それを調整することが国家のバランスをかろうじて

保つことになる。この利益の分散／調整は、一方で

経済的利益の次元で、他方で文化や社会生活のアイ

デンテイテイの次元で問題となるだろう。（略）国家

とは、これら多様な要素（市場や小集団：ヲ｜用者註）

の均衡なのであり、これらの諸力のバランスをかろ

うじて保つことによって安定する存在なのである。」

この方法論はリベラルで多元主義的なガパナンス

とも両立する。ただし選択を迫られたとき、コミュ

ニテイに負わされた文化に依拠することに保守思想、

の特徴がある。対話やコミュニケーションに帰すこ

とは問題の解決にならないとみるからである。「均

衡を回復し、保とうとする自覚的な意識」を国家意

識ないしナショナリズムと佐伯は呼ぶ。

6. ステークホルダー理論は当事者性を重視して長期

的・複合的な視点からの自己統治を促す利点がある

が、ステークホルダー性の指摘だけでは利益統合の

方向性を設定できない。目標設定における国家の機

能は、前述したピータースの指摘と同様の意味で問

題解決のキーとなろう。
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